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略歴

著書・論文等

○

取組の内容

さかさま不動産掲載者募集イベント 全国高校生SBP交流フェア

なし

地域資源を活用したコミュニティづくり・人づくり
産学官連携

①三重県庁　農林水産商工行政の企画部門を長く担当し、地域づくり担当時には、市町村連携や婚活などに
取り組みました。
②株式会社On-Co　行政との連携に取り組み、取組を加速するための補助金の獲得、自治体版さかさま不動産
の運営や、自治体との連携協定の締結、地域の課題に合わせた取組の提案などを進めました。
③三重地方創生コンソーシアム　大学、一次産業者などと、産学官のコミュニティを構築することで、地域におい
て、さまざまな活動を生み出しています。
④（一社）未来の大人応援プロジェクト　社団の理事として、高校生が、ビジネスの手法で地域課題の解決に取り
組むSBP（ソーシャル・ビジネス・プロジェクト）に取り組んでいます。
⑤明和町ふるさと納税センター　地域産品を活用した新商品の開発やECサイトの運営、徹底したSEO対策に取
り組んでいます。

１９６１年　三重県生まれ
１９８５年〜三重県職員として採用され、農林水産商工行政や企画調整、地域づくりを担当。
２０１５年　水産庁　藻場・干潟ビジョン検討会　委員
２０１５年　国土交通省　水門・陸閘等の安全かつ適切な管理運用の促進に関する検討委員会　委員
２０１７年〜　（一社）未来の大人応援プロジェクト　理事
　高校生がビジネスの手法を用いて地域課題を解決する「SBP（ソーシャル・ビジネス・プロジェクト）」活動の支援に
取り組む
２０１８年〜　三重地方創生コンソーシアム　副代表
　産学官（１次産業者、大学、行政）で地域資源を活用した地方創生に取り組む。
２０２２年〜　株式会社On-Co　取締役
　三重県庁を退職後、地域には地域密着型の企画会社が必要と感じ株式会社On-Coに入社
　さかさま不動産では、空き家を地域の資源と捉え、自治体や地域団体と連携した地域づくりに取り組む
２０２３年４月〜　明和町ふるさと納税センター長（一般社団法人　明和観光商社）
　地域資源を活用した商品の開発や、ECサイトを活用した地域産品の売り込みに取り組む



実績

工夫した点や苦労した点

ひとことPR

①三重県庁では、地域人材のハブとして、さまざまなネットワークを構築しました。
②株式会社On-Coでは、さかさま不動産の支局が全国１５箇所にできるなど、その活動を広げることが
できました。また、多くのアワードを受賞することができました。
③三重地方創生コンソーシアムでは、21回のセミナー、14回の意見交換を企画運営しました。
④（一社）未来の大人応援プロジェクトでは、8回の全国大会の運営に参画しました。
⑤明和町ふるさと納税センターでは、514万品目の返礼品の中からお薦め返礼品ランキング総合1位を
獲得しました。

地域活動は、簡単なことで良いので継続していくことが大切だと考えています。県職員時代は、行政職
員がプレイヤーになってしまうと、異動等でいなくなると活動が止まってしまうことから、自身が支援者である
ことを常に意識しながら、さまざまな地域活動に関わってきました。地域で長く活動を続けることで、それを
支える人材が育成され、活動を支えるコミュニティの熟成が進み、活動が進化していくと考えています。

人づくり、コミュニティづくりはお任せください。「さかさま不動産」や、「丘漁師組合」、高校生のソーシャル・
ビジネス・プロジェクト（SBP）、産学官連携、地域産品の開発、ECサイトの運営などに取り組んできた経
験や培った知識を活かし、地域の皆さんの地域課題の解決に向けた取組をお手伝いをさせていただきま
す。



○参考

取組分野の分類

関連ホームページ

連絡先

※メールを送る際には〔アットマーク〕を『@』に変えてください。

○ 6次産業化 ○ 空地・空家・空きビル・空き店舗等対策

経営資源の引継（事業承継等）・起業支援 ○ 商店街活性化

登録者の取組を12の政策分野に分類しています（複数の分野に該当するものもあります）。

1.地域資源を活用した地域経済循環 2.まちなか再生

○ 地場産品発掘・販路開拓 ○ 中心市街地活性化

3.生活機能の維持 4.環境保全・SDGs

地域医療・福祉 分散型エネルギーシステム

地域中核企業等の支援 その他

その他

その他 その他

地域交通 地球温暖化対策

集落機能の確保 廃棄物・リサイクル対策

地区防災計画 インバウンド対応

BCP ○ 民泊・農泊

5.防災減災・危機管理 6.観光振興・交流

建築物耐震化・長寿命化 DMOとの連携

避難所運営 地域おこし協力隊の推進

感染症対策 その他

○ 滞在・活動の場づくり ○ 起業・事業承継等支援

地域おこし協力隊の推進 ○ 空地・空家対策

その他

7.関係人口の創出・拡大 8.移住・定住促進

9.少子化対策、子ども・子育て支援 10.地域づくり人材の育成・教育

○ 結婚・出産・子育て支援 人材研修

○ 地域と関係人口の協働 地域おこし協力隊の推進

その他 その他

その他 その他

働き方改革 ふるさと教育

子どもの貧困対策 ○ 地域と教育機関の連携（高校魅力化・域学連携等）

○ 官民連携（PPP・PFI） メディア活用策

自治体間連携 効果の把握・評価

1１．自治体経営イノベーション 12.シティプロモーション・地域PR
財政マネジメント（公共施設管理・公会計整備） 地域ブランディング

住民参加 その他

その他

EBPMに基づく政策立案

メールアドレス noriaki.ota.japan〔アットマーク〕gmail.com

株式会社On-Co https://on-co.jp/

さかさま不動産 https://sakasama-fudosan.com/

（一社）未来の大人応援プロジェクト https://mirai-otona.jp/


	HP掲載用個票レイアウト

